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【論文要旨】
　本論は，消費者ニーズの多様化によって，チャネル間関係が変化する中で，今後，どのような関
係を構築することが，各チャネル・メンバー間の成果，ひいては，チャネル全体の成果を最大化で
きるのかという研究課題に関する基礎的考察である。製造業者と小売業者間の関係は両者間の取引
形態として表出するが，そこには，両者間のパワー構造が反映され，さらには，最終顧客である消
費者の購買行動から影響を及ぼされる。
　このようなチャネル関係性とチャネル成果の構造を解明するためには，何らかの理論的枠組みに
依拠して，現代のチャネル間関係を整理する必要がある。本論では，こうした観点から，我が国の
製造業者と小売業者間での取引形態（すなわち，日本的商慣行）とチャネル関係性の変化につい
て，延期　投機の原理に基づいて考察する。製造業者の報酬パワー源泉による投機型チャネル管理
から，小売業者の情報パワー源泉による延期型チャネル管理へと移行する中で，チャネル成果を最
大にするためには，チャネル・メンバー全体で一体化を図る必要があり，製造業者では一体性パワ
ー源泉の発揮が期待されていることを明らかにする。
【キーワード】 日本的商慣行，延期型チャネル管理，参照情報保有者，チャネル・リーダー，一体
性パワー源泉
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おわりに
はじめに
　消費者ニーズの多様化は，企業のマーケティング政策に変化を強いる。とりわけ，製造業者にお
いては，消費者ニーズがより細分化され，かつ，流動化するほど，製品形態の決定や，在庫位置の
決定に大きな影響が及ぼされる。それは，製造業者にとっては，在庫リスクという形で表出する。
　この問題に対して，近年，情報技術の発達を背景として，製造業者と流通業者との間で情報ネヅ
トワークを構築し，できる限り在庫決定を川下化しようとする試みが見られる。この試みは，新た
な取引形態導入を通じた流通在庫圧縮への取り組みでもある。また，小売業老の間では，自らが在
庫リスクを負うことで，消費者ニーズに対応しようとする新業態も出現している。
　これらの様々な取り組みは，製造業者と流通業業者の間の伝統的な取引形態や慣行の転換を促す
だけでなく，両者間での取引上の優位性にも影響を及ぼす。具体的には，伝統的な日本的商慣行か
ら新たな取引形態へ，そして，製造業者によるチャネル統制から小売業者へのチャネル・パワーの
移転という現象となって出現している。このような製造業者と流通業者との間のチャネル関係性
は，より複雑化し，今後も多様な形態が生まれることが予想されることから，こうした状況を理論
的な枠組みから整理することは，今後のチャネル関係性の在り方について考察する上で有用と思わ
れる。
　そこで，日本的商慣行とチャネル関係性の変化の研究を進めるに当たっての基盤となる理論的枠
組みを考察する。本テーマについて，これまでの多くの研究では，バックリン（Bucklin，　Louis　P．）
の延期一投機の原理が基盤とされてきた1。したがって，本論では，バックリンの延期一投機の原
理を分析枠組みとして，消費者ニーズの移り変わりを日本的商慣行の変化として辿りながら，今後
の製造業者と小売業者とのチャネル間関係の方向性について考察する。
　まず，本テーマの分析枠組みとしての延期一投機の原理を再検討する。次に，製品形態と在庫位
置決定に係る日本的商慣行の移り変わりを辿りながら，現代のチャネル構造が投機型から延期型に
移行していることを確認する。そして最後に，その移行過程において，チャネル・リーダーが流通
段階の川下に移行するとともに，チャネル・パワーの源泉が報酬パワー源泉から情報パワー源泉に
シフトしている状況の中で，製造業者が消費者ニーズの多様化という不確実性に対応するための小
売業者とのチャネル関係性について考察する。結論として，製造業者が一体性パワー源泉を発揮し
て，小売業者との円滑なコミュニケーションを構築することで，チャネル全体の業績にも貢献する
という仮説が導き出される。
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第一章　延期一投機の原理の再検討
1．　バックリンによる延期一投機の原理
　延期一投機の原理は，オルダースソ（Alderson，　Wroe）の延期の原理2と，ナイト（Knight，
Frank．　H．）の投機の原理3を統合する形で，バックリンによって提唱された4。バックリソは，マ
ーケティング機能はチャネル内のどの機関（例えば，製造業者，中間流通業者，消費者）であって
も代用可能（substitutable）であるとして，その機能を誰が引き受けるか（すなわち，どのような
チャネル形態が経済的か）という命題に対して，物流システムの研究成果である“トータル・コス
ト概念”からアプローチし，チャネル全体が負担するトータル・コストが最小となる形態で均衡す
ると結論づけた。そして，その基礎的枠組みをオルダースンとナイトに求めた。
　延期一投機の原理の原点となった延期の原理について，オルダースンは次のように説明している。
　製品形態の変化は，原材料の入念な加工や組合せから，製品が生産されたままの形態で消
費者に届けられるような単なるクリーニソグや包装に至る，変化の経路に沿って発生するだ
ろう。在庫位置の変化は，製品が，農場から，穀物倉庫，工場，倉庫，小売店へと移動する
と同時に発生する。基本的なマーケティング・プロセスの効率性は，製品形態（form），所
有者権（identity），および，在庫位置（place）の変更を含むそれらの関連ある諸段階固有
の配列に依存している5。
　オルダースンは，製品形態，所有者権，および，在庫位置について，時間的・空間的側面から考
察し，これらの差別化（differentiation）を延期することでマーケティソグ・リスクを低減させ，
マーケティソグ効率が促進されると主張し6，マーケティソグ・フローのより終わりの地点にそれ
らを遅らせることを延期の原理と名付けた。
　延期によってマーケティング効率が促進される根拠として，彼は，品揃え形成の時期がマーケテ
ィング・フローの川下に移行することで，形態が確定されるまでは大ロットでの流通が可能にな
り，差別化された製品を川上から小ロットごとに流通させるよりも製品単位当たりコストが低減さ
れると主張した。さらに，将来の需要変化に対して，製品形態の確定を遅らせることで，需要と製
品形態のミスマッチをできる限り防こうとする点で，売れ残りによる廃棄ロスや欠品による機会損
失が防げるという効果が期待されることを指摘した。
　バックリンは，オルダースソの延期の原理に，ナイトの研究成果を加えて，延期一投機の原理へ
と統合したが，ナイトの研究成果は，経済学的観点から，将来の不確実性を低減する方法として，
保険と投機を提示するものであった7。ナイトは，消費に関する現実の経済事象は「大数の法則
（the　low　of　large　numbers）8」に従うと捉え，消費老は製品の必要性が決定するまで製品の保存を
生産者に委ね，そして，生産者は予め製品を生産して需要に待機するということが経済の最も根本
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的な姿であると描写した。消費財分野では見込み生産が標準的な経済活動であり，そこには将来の
需要の不確実性というリスクが存在することを表現したのである。この観点から，ナイトは不確実
性に対する最も基本的な対策として，①諸事実を郡集化すること（grouping　instances）と，②機
能を専門化すること（specialize　the　function）を示し9，前者の例として“保険（insurance）”を
挙げ，後者については“投機（speculation）”力玉最も重要な原理であると指摘した10。
　バックリンは，ナ・イトが指摘した概念をマーケティソグ・チャネルに適用することを試みたのだ
が，ナイトが指摘した投機は，経済の不確実性への対応策という観点によるもので，マーケティン
グ活動における製品形態や在庫位置の決定に関するものとは無関係な概念であった。ナイトが示し
た投機の概念は，不確実性を低減するために，不確実性を「測定されたリスク（measured　risk）
に転換する（リスクを数値化する）こと11」，あるいは，「専門化（specialization）によってグルー
プ化すること」でリスクを排除することを指していた12。このうちの「専門化」の典型的な例とし
ては，“ヘッジ契約（hedging　contract）”を示した。具体的には，産業財生産老が，原材料の購入
時期から完成品になるまでの期間に，生産に用いる素材の価値を変換し，専門的投機家にこのリス
クを“転嫁”することで損失と利益の変動を排除することである。これはすなわち，製造業者が原
材料を購入し，生産，出荷するまでの間で，原材料の価格変動が予想される場合，商品先物取引市
場などを経ることで，そこに投機家が介在して価格変動が平準化されるという仕組みを指すもので
ある13。要するに，価格変動の激しい素材などは，先物取引市場を利用することで，その市場に投
機家を介在させ，ヘッジ取引を行うことで，価格の安定化が図れるということである。
　ナイトの投機の概念に依拠して，バックリソは，投機の原理を，「マーケティング・システムの
コストを低減するために，製品形態の変更，在庫のための製品の移動が，マーケティング・フロー
内のできる限り初期の時点で行われることである14」と定義した。この定義の背後には，商品先物
取引における投機家を製造業老に見立て，見込み生産によって製造業者自らがリスクを引き受ける
ことで，大量生産による製品単位当たりコストを引き下げ，個別受注生産によるコスト増を回避で
きるとバックリソは考えたのだろう。
　バックリソは，さらに，ナイトが指摘した「大数の法則」と「専門化による投機」をマーケティ
ング・チャネルに適用した。その枠組みは，供給サ・イドの費用曲線と，需要サイドの費用曲線を統
合してW型の費用曲線を導き出し，中央の凸になった部分から左側の場合（消費者が短い配送時
間を求めている場合）は間接チャネル形態が好ましく，右側の場合（長い配送時間でも消費者が受
容する場合）は直接流通形態が好ましいという含意を導き出した。そして，当時の流通チャネル
は，ブランド，スタ・イル，色，価格ラインが増大する傾向にあり，供給サイドでは在庫リスクの増
大を招いていること，さらには，航空輸送などの利用が進んでいることで投機の相対的な優位性が
低下していることを指摘した。また，延期化（間接流通形態）は消費者に多くの費用負担を迫るた
め，それを嫌う消費者は，ますます通信販売などを利用する傾向にあることを指摘し，企業のチャ
ネル政策の見直しの必要性を示した。
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　バヅクリンは，この研究を通じて，間接チャネルと直接チャンルの選択は，消費者が支払う追加
的なコストと，チャネル形態の選択によって低減されるコストの比較で，より最小のコストとなる
形態を選択することが望ましいと主張した。このような考え方に基づいて，バックリソは，消費老
がどの程度の納期を受容するかという観点から，消費者が短納期を要求する場合は間接チャネルが
効果的で，消費者があまり納期に敏感でない場合は直接チャネルが効果的であるという結論を導き
出した。これは，消費者の必要な時期に欠品なく供給できることが消費者満足につながることを暗
示している。そして，消費者満足を実現するためのチャネル形態を発見するためのツールが延期一
投機の原理であり，それは，トータル流通コストと在庫位置の関係から最適なチャネル形態を選択
するためのッールとなっている。
2．延期一投機の原理の曖昧さ
　オルダースンの主張から導き出される含意は，製品形態の決定と，在庫位置の決定を延期すると
いう点において，そのアプローチは，製品形態と在庫位置という二変数について，それらの決定を
チャネルのできるだけ川下で行うというものであり，ここで延期される客体は，時間と空間の二つ
の次元と言えるだろう。他方，バックリンは，配送時間（リードタイム）と流通のトータル・コス
トとの均衡関係において，流通および在庫維持に係る流通の総費用を最小化するには，チャネル形
態を間接チャネル（延期）にすべきか，直接チャネル（投機）にすべきかの基準を提供した。ここ
で延期または投機される客体は，時間と空間（中間流通業者の有無：在庫位置の場所）の二つの次
元である。オルダースソの延期の原理にせよ，バックリンの延期一投機の原理にせよ，製品形態と
在庫位置の決定を，時間と空間という二次元から考察し，最も効率的な（コストが節約できたり，
リスクを低減できる）チャネル形態を探索するための枠組みと言える。
　しかし，両者のこの概念に対しては，何人かの著者たちから不十分であるとの指摘がなされてい
る。例えば，大久保は，オルダースンをはじめとする先行研究15を再検討し，流通チャネル全体の
延期一投機と個別企業の延期一投機の関係が明確に示されていないことと指摘した16。また，化粧
品メーカーを対象に大ロット生産を基本とした延期的な生産システムの考察を行った藤田は，オル
ダースソとバックリソが示唆したことは，製品の形態確定に関する延期と投機の分類にすぎないこ
とを指摘している17。さらに，矢作は，延期一投機の原理は，オルダースン，バックリソともに空
間次元と時間次元の関係や，在庫位置に関する空間次元の決定については言及していないと主張
し，概念をより精緻化する課題が積み残されている点を指摘している18。
　このように，その後の研究者たちの間で，延期一投機の原理の理論的完成度の低さや，精緻化の
必要性が指摘されているが，これまでの研究では，より現実の流通構造を説明する上での根本的な
視点が欠如している。その視点とは，製品形態と在庫位置を決定する際の“拠り所”とも言うべき
ものである。オルダースソ，バックリンともに，いずれも製品形態と在庫位置の時間と空間につい
て議論しているが，それがどのようなプロセスを経て決定されるのかの議論がされていない。この
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点について，矢作は，延期の領域には流通フローにおける時間次元と空間次元の二つの意味が込め
られていることを指摘19した後に，延期一投機の原理の概念拡張を試みた。
　矢作の概念拡張は，コンビニエソス・ストアの例を用いて，それまでの時間と空間という次元に
対して，“どこで”意思決定するか（すなわち，流通段階の上流か下流か）という点に着目し，「品
揃え形成の投機化」という概念を加えることで，現代の流通構造が延期化している様子を描いた。
矢作の試みは，在庫位置の決定が川下化している状況を説明するに当たって，小売業者が在庫位置
の決定権を行使するには，小売店舗への納品が，流通経路のより前段階で店舗ごとの品揃えが確定
される（すなわち，「投機化」される）ことが必要である主張した。
　これによって，延期化現象は，より現実的な説明が与えられたが，更なる精緻化の必要性が残さ
れている。それは，製品形態と在庫位置を意思決定するに当たって，①誰が意思決定を行うのか，
また，②誰の保有する情報を基に意思決定すべきか，という点を考慮する必要がある。まず，前者
について，製品形態と在庫位置を意思決定する主体は，その所有権を有する製造業者となるはずで
ある。製品形態と在庫位置の意思決定を行い得るのは，その所有権を有する者だけであって，流通
段階に所属する流通業者を含めた誰でもが決定できるものではない。これまでの研究者たちは，意
思決定者でさえも盲目的に延期の原理に当てはめ，製品形態と在庫位置の決定が川下化すると主張
しているが，現実には，製品形態は現在においても製造業者が決定している。在庫位置に至って
は，多頻度小口配送によって小売店頭ではほとんど在庫を保有していないし，延期型チャネル管理
の下では，逆に，チャネル全体のあらゆるところで在庫削減が進んでいる。製品形態を決定できる
のは，その製品の設計図を描き生産する者（完成品を購入して独自の形態で組み立てる組立業者や
PB商品を開発する流通業者も含む）のみであり20，また，在庫位置を決定できるのは，その在庫
の所有権を持つ所有者のみである。よって，製造業者が流通業者に納品したNB商品を，流通業者
が勝手に手を加えて独自ブランドにして販売したり，製造業者の倉庫に保管している製造業者所有
の完成品を，資本的に独立した小売業者が小売店頭に勝手に移動することはできない。
　次に，後者の，誰の保有する情報を基に意思決定すべきか，という点については，これまでの延
期と投機の原理に対する多数の研究者による操作化や概念拡張の過程には，より市場の変化に適合
するために，意思決定者はどの情報源（チャネル・メソバーの誰が保有する情報）を重視すべき
か，という点について議論がされていない。つまり，意思決定の客体は製品形態と在庫位置として
示されていたが，意思決定する際の参照すべき情報保有者（参照情報保有者）とも言うべき主体が
示されていなかった。延期と投機に関しては，製品形態や在庫位置を意思決定する際に重視すべき
情報の保有者について議論がなされるべきである。
　延期一投機が本来目指すものは，消費老需要の変化スピードに適合することにある。そのための
考慮事項には，第一に，消費者の購買時点における製品形態が消費者のニーズと適合しているかど
うかということ，第二に，仮に，それが適合していなかった場合は，そのニーズが顕在化している
（ニーズが変わらず，かつ，他の代替製品へ乗り換えない）うちに，ニーズに適合していない製品
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の形態を修正して，消費者に再提示できるかどうかという点にある。この観点から，延期および投
機は，以下のように再定義できるだろう。延期とは，「製品形態と所有者権の変更について，マー
ケティング・フローのできるだけ最終地点にいる企業が保有する情報を基に製造業者が設計および
製造を行い，できるだけ最終地点にいる企業の情報に基づいて受発注の時期を決定すること」と規
定できる。また，投機とは，「製品形態と所有者権の変更について，マーケティング・フローので
きるだけ初期の地点にいる製品の設計及び生産を司る企業が保有する情報や意向を重視して製造業
者が設計及び製造を行い，製品供給のタイミングをできるだけ初期の地点にいる企業の判断によっ
て決定すること」と規定できる。
　そして，これらの新たな観点から，延期一投機の原理を吟味するに当たっては，チャネル内の構
成員間の関係を考慮することが不可欠となる。一般に，チャネル内でのリーダー的企業は特定のチ
ャネル内での製品形態や在庫位置の決定に影響を及ぼすことができる。それらチャネル・リーダー
と呼ばれる企業は，チャネル全体の効率化を成し遂げるために，効果的なチャネル活動を方向づ
け，各チャネル・メンバーに指示を出す。投機の原理に基づく投機型チャネル管理では，製造業者
がチャネル・リーダーとなり，“製造業者が収集した市場情報”に基づいて，製品形態や生産量，
生産時期，配送のタイミング，あるいは，製品の価格や，チャネル内での在庫位置と在庫量を決定
することになるだろう。また，延期の原理に基づく延期型チャネル管理では，小売業者がチャネル
　リーダーとなり，“小売業者が市場情報を収集し，その情報に基づいて”，製造業老が製品形態や
生産量，生産時期，配送のタイミソグ，あるいは製品の価格や，チャネル内の在庫位置と在庫量の
決定を行うことになるだろう。そして，投機型チャネル管理から延期型チャネル管理への移行は，
別の観点からは，製造業者から小売業者へのチャネル・リーダーの移転を示唆している。製造業者
の需要予測に基づく生産計画と，流通系列化や販社を介した計画販売，建値制，返品制などは投機
型管理の具体的手法として例示されるだろうし，逆に，小売業者がPOSデータに基づいて需要を
予測し，製造業者との共同でPB商品を開発したり21，供給業者に多頻度小口配送を要請すること
が延期型管理の具体的手法として挙げられるだろう。
　このように，延期一投機の原理に関して，意思決定のための参照情報源という新たな視点から吟
味する時，その参照情報保有者としてのチャネル・リーダーの存在が浮き彫りにされ，現代におけ
る投機型チャネル管理から延期型チャネル管理への移行現象は，チャネル・リーダーの川下化傾向
と表裏一体の関係にあると言えるだろう。
第二章　延期一投機の原理と日本的商慣行の変化
　延期一投機の原理に関して，これまでに示したいくつかの批判的な考察に加えて，意思決定とい
う新たな観点からのアプローチを試みる。製品形態と在庫位置の意思決定を行うに際して，意思決
定者が誰の情報を重視するようになってきたのか，という点について，現実の事象として表出して
いる日本的商慣行の変化について，参照情報源の主体の変化を辿ることにする。
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1．　日本的商慣行
　商慣行は，その国の社会・経済，および文化的な背景の下に形成される。延期一投機の原理が扱
う“製品形態と在庫位置の決定”と関連が深い我が国特有の商慣行としては，建値制，リベート制，
返品制が挙げられる22。建値制とは，製造業者がメーカー希望小売価格（標準小売価格などとも呼
ばれる）を設定し，その価格から，何掛け（例えば，卸売業者は六掛け，小売業者は八掛け）とい
う形で流通段階での取引価格を設定するものである。リベート制とは，様々な形態が存在するが，
一般的には，一定期間取引が経過した後に，取引量や，取扱いシェア，販売促進への貢献度などに
よって，供給業者が販売業者に対して一定金額を割り戻すものである。返品制は，供給業者から販
売業者に製品が納入されて，販売業者が販売活動を行った後に，売れ残り分を，供給業者自らが申
し出たり，あるいは，販売業者から返品を申し出ることによって，品質的には問題のない製品を供
給業者側に返却するものである。
　これらの我が国特有の商慣行は，長期間を経て形成されてきたものであり，不公正，不透明と言
った諸外国からの批判があるものの，それらの慣行が取引上，円滑に運用された時期においては一
定の妥当性があったものと考えられる。しかし，近年，これらの商慣行に変化が見受けられる。そ
の変化の方向は，より小売業者の実情を反映した卸売価格の設定，製品形態の決定に必要な情報保
有者の川下化傾向というようなものである。日本的商慣行の変化は，需要の不確実性や消費者ニー
ズの多様性などを背景として，製品形態や在庫位置の意思決定の基となる情報の保有者が流通段階
の川下にシフトしていることを表している。
2．延期型チャネル管理への移行
　バックリンが延期一投機の原理を示してから，とりわけ，我が国の研究者の中で投機型チャネル
管理から延期型チャネル管理への移行現象を指摘したり，概念拡張が試みられたことは前述したと
おりである。さらに加えれば，田村は，現代における消費の多様化と在庫負担リスクの問題を指摘
し，「速度の経済性」という概念を用いて延期型在庫投資への転換の必要性を示した23。消費の多
様化は，在庫の売れ残りリスクと欠品による機会損失を招くため，製品属性の決定を延期化し，さ
らには，仕入リードタイムを短縮化することの必要性を強調したのである。そして，これを実現す
るには，買い手がチャネル・パワーを保有し，かつ，取引の技術革新によって受発注情報や物流の
迅速化から得られる「速度の経済性」の発揮が不可欠であると主張した24。
　高嶋は，最近の企業行動に延期化の傾向が数多く発見されていることを示した25。彼は，産業レ
ベルでの延期化現象と，企業レベルでの延期化志向の二つの側面から，延期化の方向性と企業の対
応策を示唆した。まず，産業レベルでの延期化現象では，その背景として，情報ネットワーク化と
物流技術の発達という技術的条件の変化と，消費者需要の不確実化を挙げている。企業レベルでの
延期化志向については，企業レベルでの延期型チャネル管理への転換に企業間で差異が生じた場
合，延期化に成功した企業が競争優位性を獲得でき，この競争優位性を獲得するには，チャネル・
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パワーを持つ企業が延期型チャネル管理を主導することが条件とされることを指摘した。ここでの
チャネル・パワーの保持老は，小売業者，あるいは，製造業者のいずれも可能で，仮に，小売業者
がパワーを獲得した場合は，そのバイイソグ・パワーを利用して，配送の迅速化や多頻度小口配送
を実現することで延期化が可能となり，製造業老がパワーを獲得した場合は，販売力と情報処理能
力の高い小売業者のみとの取引に限定し，多頻度小口配送による効率性悪化を補うことで延期化が
実現できると述べている。ただし，製造業者主導の延期化では，販売力と情報処理能力の低い既存
小売チャネルとの問で協調性が損なわれることへの配慮が必要であると付け加えた26。
　この配慮について，高嶋は，延期型チャネル管理への移行の中で製造業老が直面する課題を提示
した。第一に，延期型チャネル管理への移行に伴う新しい協調ルールの形成の問題である。これ
は，従来の投機型チャネル時の既存取引先である小規模小売業者との協調性の維持の問題である。
延期型チャネル管理への移行に際して，店舗能力に基づいた取引先小売業者の選別を行わさるを得
ず，これまで流通系列化を志向した製造業者は，既存のチャネル・メソバーとの間の不調和への対
応しなければならない。第二は，延期型チャネル管理への移行を契機として量販店との主導権争い
が再燃する問題である。延期型チャネル管理への移行には，小売店頭の情報処理能力が基盤となる
が，その能力を保有するのは大きな販売力と情報処理投資に積極的な大手量販店であり，製造業者
は延期型チャネルへ移行した後もチャネル・パワーを維持し続けるための対応策を立案することが
課題とされる27。
　これら二つの製造業者の課題は，消費者ニーズの多様化，情報ネットワーク環境の発展と相侯っ
て，チャネル・パワーが川下にシフトしている状況では，非常に重大なテーマである。延期型チャ
ネル管理の下では，製造業者は，より多くの市場情報を持つ小売業者から情報提供を受け，それを
参照して製品形態や在庫位置を決定するようになる。製造業者が，より的確に市場の変化に適合す
るためには，製造業自身が保有する市場情報だけでなく，消費者に最も近い地点にいる小売業者か
らの情報を参考にせざるを得ない。このような状況の下では，小売業者は情報パワー源泉を活用し
て製造業者に対してさまざまな圧力や要求を突きつける。これに対して製造業者は，小売業者から
の良質な情報の獲得と継続的な情報収集を維持しながら，かつ，チャネル全体としての成果が最大
となり，製造業者と小売業者の双方が有益となる関係を構築していかなければならない。
3．チャネル管理の延期化と日本的商慣行の変化
　上記で議論したように，消費者ニーズの多様化と，情報ネットワーク化等の技術進歩は，投機型
から延期型のチャネル管理形態への移行を促進させる。それに伴い，チャネル・メンバー間のパワ
ー構造が変化し，その結果として，製造業者と流通業者の間の商慣行にも変化が及ぶことになる。
とりわけ，延期一投機の原理の側面では，意思決定に関わる参照情報源の川下化は，製品形態の決
定に関わる建値制とリベート制，さらには，在庫位置の決定に関わる返品制に影響を及ぼす。
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（1）建値制からオープン価格制へ
①建値制と投機の原理
　「建値制」という用語は，従来，清算取引や為替相場などに用いられる“標準となる値段の設定
方式”として，あるいは，戦後，統制価格が撤廃された後に，それに変わって主として産業財製造
業者が設定してきた“取引基準価格（例えば，鉄鋼や非鉄金属などの「建値」）”としてなど，様々
な意味合いで用いられてきた28。流通分野では，建値制はメーカー希望小売価格の提示とセットに
されて運用されてきた経緯がある29。メーカー希望小売価格は，消費者にとって品質伝達機能とし
て商品選択の目安となり，流通業者にとっては仕入価格の交渉の基礎とされたり，小売店頭での廉
価性訴求の有力な手段として用いられてきた30。
　建値制は，製造業者によって流通系列化と一体的に運用された場合には，再販売価格維持行為と
して独占禁止法に抵触する恐れがあるものの，メーカー希望小売価格とともに，小売業老，消費者
ともに，ある程度，その存在のメリットが肯定的に受け容れられ，慣行として浸透してきた31。建
値制の下で行われる掛け率に基づく取引は，製造業者が決定し生産した製品形態（製品）について
の所有権や物的な流通であり，建値制は投機の原理と捉えられる。
②オープン価格制と延期の原理
　ところが，1980年代中頃から，家電業界においてメーカー希望小売価格の有形無実化が問題と
された32。家電量販店などで，メーカー希望小売価格を店頭に掲げると同時に，値引価格の誇大表
示が常態化したことで，メーカー希望小売価格の信頼性・妥当性が揺らいでしまった。
　低価格を標榜する新業態小売業は，伝統的な小規模小売業と異なり，限界費用が低いため，メー
カー希望小売価格との間のマージンが多くなる。そこで，これら新業態は，そのマージンを削って
他店よりも安い価格を付け，消費者の愛顧を獲得しようとしたのである。こうした環境変化は，投
機型チャネル管理に対して様々な不合理性を投げかけた。二重価格表示は消費者に対するメーカー
希望小売価格への不信感を招き，オープン価格制への移行を加速させた。オープン価格制は，小売
店頭での販売価格を製造業者側が示さずに，製造業者から仕入れた商品に対して，小売業者が独自
に店頭での販売価格を決定するものであり，小売店頭の価格を決定する際の参照情報源が川下に移
転したと言える。
　このような建値制からオープン価格制への商慣行の転換は，製造業者主導によって形態を決定し
た製品に対する価格設定時の参照情報源の延期化と理解できる。また，単なる価格決定時の参照情
報源の移転にとどまらず，価格決定のための製品価値評価がより消費者に近いところ（小売業者）
で行われ，その評価に基づいて小売店頭の価格が決定されるという点において，建値制からオープ
ン価格制への移行は，製品価値評価の延期化現象とも理解できる。
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（2）リベート制
①リベート制と投機の原理
　リベート制は，スーパー・マーケット（以下，スーパー）などの低価格販売を標榜する業態が頭
角を現したことから登場したと言われている。昭和28年に我が国で最初のスーパーが登場して以
降33，スーパーは，製造業者の建値を無視した低価格販売を志向した。製造業者側もスーパーを有
力なチャネルとして認識せざるを得なくなり，両者は建値を認めつつも，妥協の産物として，製造
業者からリベートや協賛金という名目で“値引きの原資”を個別に支払うようになった34。
　建値制と補完的に併用されたリベートは，導入当初，製造業者の報酬パワー源泉を行使する手段
でもあった。伝統的な小規模小売業と量販店というマルチ・チャネル化に対応して，建値を維持し
ながら，個々の小売業者の取引量の多寡等に応じたネット（正味）での取引価格の弾力化を図るこ
とで，小売業者に対する販売強化への動機づけとされた35。
　しかし，消費者が量販店を支持するようになると，量販店はバイイング・パワーによる交渉力を
強め，仕入交渉は格好のパワー行使の場になり，量販店は，リベートを値引きの原資とした更なる
値引き販売によって製造業者からの販売依存を獲得していった。その結果，製造業老の報酬パワー
（リベート）の効力が薄れ，量販店に対する製造業者の統制力は弱体化した。
　リベート制による製造業者の報酬パワー源泉の行使が効力を失った現代では，リベートは既得権
益化され，本来の販売促進的な機能を失い，製造業者にとって効率の悪い，硬直化した政策手段に
なってきた。さらに，リベートを支給する製造業者側では，金額算定等の事務処理コストが負担と
なり，本来の成果を享受できないばかりか，その維持に大きな負担を背負わされる結果となっ
た36。このため，近年では，支払基準・体系の明確化および透明化，支払基準の体系の文書化，リ
ベート体系の簡素化，リベートの廃止，リベートの即引き化（期末でなく次回取引で相殺）のよう
なリベート制度の見直しが進んでいる37。
②リベート制の廃止・簡素化と延期の原理
　上記の変化は，製造業者がパワーを保持し，製造業者が保有する市場情報に基づいて決定された
製品形態にメーカー希望小売価格と建値を設定し，マルチ・チャネルへのリベートによる対応とい
う投機型チャネル管理から，小売業者が保有する市場情報に基づいて小売店頭価格を決定するオー
プソ価格制とリベート制廃止・簡素化という延期型チャネル管理への移行を示している。
　このような移行は，一般的に，大手量販店が持つ販売量に依拠した小売業者側のチャネル・パワ
ーの増大と認識できる。しかし，それは単なる製造業者から量販店への販売依存度の増大という経
済的パワー源泉によるものではなく，本質的には，量販店が消費者に提供している豊富な品揃えに
よる消費者の選択購買の選好化傾向による小売業者のパワー蓄積と捉えられる。つまり，量販店に
おけるチャネル・パワーの増大は，販売規模という経済的パワー源泉のみによるものではなく，品
揃え形成能力や商品提案力，さらには，多様なニーズを持つ消費者とのコミュニケーションによる
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市場情報の保有といった情報的パワー源泉によるものである。
（3）返品制
①返品制と投機の原理
　ここで議論する返品制とは，品質面でなんら問題ない商品を何らかの理由で供給業者に返却する
ことを指している。製造業老から，一旦，小売業老に販売された商品を，買い手からの要請によっ
て製造業者などの供給業者に返却すること以外にも，売り手自らが返品を申し出て引き取るという
形態も含まれる。
　返品の発生メカニズムについて，三輪は，①製造業者と流通業者の間にある，それぞれが保有す
る情報の内容と量，②製造業者と流通業者の各々の情報収集能力の格差，③製造業者と流通業老の
各々が情報を相手側に伝達するためのコストという三つの視点から，情報伝達コストが返品に伴う
コストを上回っている場合は，開放的チャネル政策と返品制度が導入されると説明した38。こうし
た条件の下に，実際，返品制が導入されている分野として，書籍，コンサート・チケット，JRの
切符や航空券，ホテルの予約，ファッション性の高いアパレル製品などを挙げている。
　また，成生・湯本は，経済厚生という観点から，需要の不確実性が大きく，かつ，限界生産費用
が低い状況において，生産者がリスク中立的で小売業者がリスク回避的な場合，生産老がリスクを
負担して生産し，かつ，返品制が併用されると説明している39。
　成生・湯本の主張は，三輪と同様の結論に帰結する。すなわち，返品制は，消費者需要の不確実
性に対応して，店頭での品揃えを狭めようとする小売業者に対して，豊富な商品ラインを実現させ
る誘因となり，消費者利益にも寄与する。需要の不確実性に直面しながらも，明確な実需が把握で
きないまま大量の生産を行うことは，製造業者が，消費者の嗜好を予測しながら，ある意味では製
品開発老の感性やこだわりによって製品形態を決定する投機の原理に当てはまる。ナイトが指摘し
たように，専門化の主体である製造業者は，市場の流行やトレンドを，一消費者よりも大所高所か
らウォッチして，市場全体を大きなニーズの固まりとしてグルーピソグし，最大公約数的な製品形
態を決定し，多様な製品を大量生産し返品制を併用することで，需要創造と将来の不確実性の回避
を同時追及することができる。
②自主MDと延期の原理
　新聞や書籍では，再販売価格維持政策40の下に，返品制が現在も依然として維持されている。し
かし，アパレル商品等については，特に，百貨店を中心にした自主マーチャンダイジソグ（以下，
自主MD）への取り組みによって，徐々にではあるが買取制に移行している。また，　SPA
（Specialty　store　retailer　for　Private　label　Apparel）と呼ばれる，自社で商品企画し，取引先製造業
者に生産委託し，全品買取によって自店販売する小売業態も出現している。SPA業態の主目的は
店頭での小売価格の低減を狙ったり，独自ブランドの構築などであるが，小売業者自らが在庫リス
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クを負う点において，これまでの返品制から脱却した姿と捉えることができよう。
　これらの自主MDへの取り組みは，製品形態の決定を製造業者が行うのではなく，小売業者自
ら製品を企画して形態決定を行っている点において，製品形態決定の延期化現象と捉えられる41。
また，製品形態を決定するために必要となる市場情報の保有主体も，製造業老から小売業者に移転
している点において，返品制から自主MDへの移行は，投機型チャネル管理から延期型チャネル
管理への移行現象と言えるだろう。
（4）投機型チャネル管理手法としての日本的商慣行
　以上のような議論をまとめると，第二次世界大戦後の高度成長期から1980年頃までの我が国の
流通および消費環境では，建値制，リベート制，および返品制等の商慣行によって，製造業者，小
売業者，そして消費老までもが，その利益を享受できた。
　建値制とリベート制の下では，製造業者は，類似した限界費用曲線を持つ小規模小売業者に対し
て，一定の利幅を確保できるメーカー希望小売価格を設定し，遂行する流通機能ごとに建値を設定
することで，流通業者との交渉をスムースに進められ合理的で効率的な取引交渉を実現できた。ま
た，小売業者は，メーカー希望小売価格を固持することで適正利潤の獲得を正当化できたし，メー
カー希望小売価格からの値引率を表示することで割安感を訴求できた。消費者に至っては，メーカ
ー希望小売価格を基準に，当該商品の品質を推定したり，他の類似商品との比較購買が容易にな
り，買物の効率化も果たせた。
　返品制の下では，多店舗零細的な小売業者が体勢を占める小売構造の中で，小売業老の在庫リス
クが回避されていた42。店舗面積が狭く，かつ，在庫投資資金の乏しい中小零細小売店が多かった
我が国では，店頭品揃えが狭くリスク負担能力も低かったため，返品制が多用されてきた。すべて
の製品分野の製造業ではないが，少なくとも，消費者の購入商品の選択が未確定なうちに見込み生
産をせざるを得ず，かつ，限界生産費用が低く，小売業者との間の情報格差が存在する製品分野で
は，製造業者は，限界生産費用よりも返品費用の方が下回っていたので，より多くの利益を獲得で
き，小売業者は在庫リスクを負担することなく，来店客により幅広い品揃えを提供し愛顧を獲得で
きた。そして，消費者は，返品コストも含めた商品のトータル・コストが受け入れ可能な水準で，
かつ，多様な品揃えの中から自分の好みの商品を選択することができた。
　日本的商慣行が妥当であった時代は，投機型のチャネル管理が効率的とされた環境にあったと言
えるだろう。すなわち，製造業者と消費者の間に情報格差が存在し，消費者は製品の属性に関する
情報を持ち得ず，かつ，製品属性を判断する力もなかった。池尾が指摘するように，高度経済成長
期では，モノ不足によって消費者の購買関与度が高く，かつ，製品判断力が低かったため43，製造
業者主導のマーケティソグ政策が有効だった。例えば，製造業者は，画一的な属性を持った最大公
約数的な消費者ニーズを反映した製品を企画して製品形態を決定し，そして，限界費用曲線が同一
の中小小売店を主要チャネルに据え，メーカー希望小売価格と建値を設定し，返品制を併用し，さ
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らに，マス媒体を通じたプル型のプロモーション戦略を志向した。
　このように，日本的商慣行とされてきた建値制やリベート制，返品制は，それが登場した時代に
おいては合理的で説得性の高いものであった。そして，その際のチャネル管理形態は，製造業老が
主体となって様々なマーケティソグ政策を決定するという点において投機型のチャネル管理であっ
た。その投機型のチャネル管理の手段として，建値制，リベート制，および，返品制が機能したの
である。建値制は，製造業者によるメーカー希望小売価格と併用されるものであり，製造業者によ
って価格や掛け値が決定されることは，すなわち，その製品形態を製造業者が保有する市場情報を
基に決定していることを意味し，返品制は，見込み生産した製品を小売段階に在庫として保有さ
せ，その売れ残り分を返品として回収するという点において，製造業者が彼らの保有する市場情報
に基づいて在庫位置を決定していることを意味していた。これらの商慣行は，いずれも製造業者が
保有する市場情報に基づいた製品形態と在庫位置の決定の表れと捉えられる。
第三章　延期型チャネル管理とチャネル・パワー源泉
　これまでの議論をまとめると，建値制やリベート制，返品制という日本的商慣行は，オープソ価
格制・リベート制の廃止・簡素化，自主MDへと移行し，それは，延期一投機の原理の観点で
は，投機型チャネル管理から延期型チャネル管理への移行として捉えられる。
　近年は，消費者の消費に対する経験が豊富になり，自分のこだわりや嗜好にあった商品しか選択
しなくなってきた。これまでのような投機の原理に基づいた製造業老の最大公約数的な製品形態で
は，個々の消費者ニーズに適合できなくなっている。製造業者が，こうした消費者ニーズの多様化
に対して，的確な製品形態の決定と在庫位置の決定を行うためには，正確な市場の情報を，しか
も，迅速に収集し，製品形態に反映させ，適切な在庫配置を決定することが求められる。しかし，
製造業老は市場と離れた位置にいるため，正確な市場情報を迅速に収集するためには，市場情報の
収集に都合のよい流通業者との関係が重要な要素になってくる。
1．参照情報保有者の延期化とチャネル・リーダーの移転
　流通環境の変化に伴って，商慣行にも変革が求められる。第一に，新しい業態が登場した。これ
までの小規模小売店に代わって，チェーン・オペレーションとセルフ販売による低価格販売の小売
業態が発展した。高度経済成長期に既に登場していたスーパーだけでなく，1970年代後半以降，
専門量販店44と言われる業態も成長した。第二に，消費者の購買行動が変化した。現代の消費者
は，低製品判断力から高製品判断力へ，そして高購買関与度から低購買関与度へと移行してい
る45。これは，小売業態の変化と相互作用的に進展しているものであり，現代の消費者は，これま
での購買経験から多くの商品知識を蓄積するようになり，また，それによって様々なこだわりを持
つようになっている。そのような消費者は，豊富な品揃えの中から自らのこだわりに合致した商品
を選択したいと考えるようになった。
一360一
　これに伴って，これまで合理的とされた商慣行を通じた製品形態や在庫位置の決定は，環境変化
に適合しなくなってきている。今日の我が国の流通構造は延期一投機の概念に基づく時間と空間と
いう観点よりも，製品形態と在庫位置の決定のための「参照情報保有者」という観点で説明する方
がより現実を説明できる。「参照情報保有者」とは，市場情報を他のチャネル・メソバーよりも，
より多く，かつ，正確な情報を保有するメソバーを指している。
　「参照情報保有者」の川下への移転は，（市場情報収集力とでも言える）非経済的パワー源泉，と
りわけ，情報パワー源泉を持つ小売業者がチャネル・リーダーとなってチャネルを統制することへ
の移行と捉えられる。製品形態と在庫位置の決定に際して重視すべき情報を保有するチャネル・メ
ンバーが，製造業者から小売業者へと延期されている。この情報保有老は，消費者ニーズが多様化
するほど，チャネル・リーダーも川下方向に移転することになる。
2．延期化現象とチャネル・コンフリクト
　高嶋が指摘するように，延期型チャネル管理への移行は，チャネル・メンバー間に不均衡を生み
出す46。製造業者のチャネル構成は，小規模小売業者のみとの取引から，大手量販店を含めたマル
チ・チャネルへと変化し，既存取引先である小規模小売業者との不協和や，情報的パワー源泉を持
つようになった大手量販店やコソビニエンス・ストアなどからのパワー行使に直面している。
　しかし，小売業者が情報パワー源泉を獲得しただけでは，製造業者に対する絶対的優位性を得た
ことにはならない。製造機能を持たない小売業者は，何らかの方法によって，獲得した市場情報を
製品あるいはサービスに体現化する能力を持たなければ，獲得した情報パワー源泉を活かして消費
者のロイヤルティを獲得し，結果としての収益拡大を成し遂げることはできない。他方で，製造業
者は，小売業者の情報パワー源泉に対して，その対抗パワーを持ち得ないのかというと，何ら方策
がないわけではない。
　チャネル全体で捉えるならば，製造業者と小売業者は互いに利害が対立する関係にある存在では
なく，製品形態や在庫保有について消費者からロイヤルティを獲得しなければならない点で，チャ
ネル・メンバー相互は運命共同体として認識されるべきである。これまでのような対立軸でチャネ
ル・メンバー間の関係を捉えるのではなく，より一歩進んだチャネル関係性を志向することで，製
造業者は小売業者が獲得した市場情報を活用し，かつ，それを製品およびサービスに体現化でき
る。さらに，この新しいチャネル間関係は製造業者だけでなく，小売業者も含めたチャネル全体の
パフォーマンスの向上が図られると考えられる。
3．延期型チャネル管理におけるチャネル間関係の方向性
　延期型チャネル管理への移行は，これまでの投機型チャネル管理の下で行われてきた建値制やリ
ベートによる製造業老の報酬パワー源泉の行使から，伝統的な商慣行の見直しと並行して，小売業
者による情報パワー源泉の行使へとチャネル間関係を変化させ，製造業老にとっては，新たなチャ
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ネル間関係を安定化させる必要がある。製造業者は，小売業者からのパワー行使に対して，製造業
者がその地位を維持し，かつ，消費者からのロイヤルティを獲得して取引先小売業者も含めたチャ
ネル全体のパフォーマソスを向上させるための方策を検討しなければならない。
　この点について，製造業者が採るべき関係性行動は，チャネル・メソバー全体に一体感を醸成す
ることである。なぜならば，延期型チャネル管理では，製品形態と在庫位置を意思決定する者と，
それらの意思決定に必要な参照情報を保有する者が，チャネル内に別個に存在するためである。投
機型チャネル管理の下では，意思決定する者と意思決定で重視すべき情報を保有する者が同一であ
り（どちらも製造業者であった），そこには，製品形態や在庫位置の決定に関するチャネル・メソ
バー間の相互作用は発生しなかった。しかし現在では，製品形態や在庫位置の意思決定で重視すべ
き市場情報を製造業者単独で保有することには限界が生じ，小売業者が製造業者よりも相対的に精
度の高い情報を保有している。このため，製造業者が製品形態や在庫位置を決定するに当たって
は，小売業老との円滑なコミュニケーショソが欠かせない。逆に，小売業者にとっても，単に，製
造業者への高圧的なパワー行使による低価格仕入だけを行っていたのでは，消費者の多様なニーズ
に対応するための幅広い品揃え形成をすることはできない。したがって，延期型チャネル管理の下
では，製造業者と小売業老の一体感を高め，相互信頼と密接なコミュニケーションによる製品形態
と在庫位置の決定が必要不可欠なのである。
　こうした考え方に基づくチャネル・メンバーの統制は，チャネル・パワーの概念においては，一
体性パワー源泉と呼ばれてきた47。チャネル・パワー源泉は，大別すると，強制的パワー源泉と非
強制的パワー源泉に二分できるが，一体性パワー源泉は非強制的パワー源泉に属する。フラソチャ
イズ契約における本部と加盟店の間のチャネル関係の実証研究において，非強制的パワー源泉に依
存してパワーを行使する方が加盟店の満足度を高めると結論づけたハソトーネビソ（Hunt，　Shelby
D．and　John　R．　Nevin）48は，製造業者の観点からは非強制的パワー源泉を強化して，情報パワー源
泉を持つ小売業者を協力者としてチャネル全体に巻き込むことの重要性を示唆している。それによ
って，延期型チャネルをより強固なものにし，チャネル全体のパフォーマンスを高めることができ
ると考えられるからである。また，エトガー（Etgar，　Michae1）は，保険会社と保険代理店の間の
パワー関係について，保険会社が保険代理店を統制するには，金銭的報酬あるいは脅威を与えるよ
りも，間接的で，非金銭的なパワーの方が，より効果的であることを暗示している49。
　高嶋は，企業が競争優位性を形成するための条件を考察し，延期型チャネル管理に必要な能力を
示した50。彼は，他の企業が簡単に模倣できないような企業のシステムを構築できれば，それが競
争優位になると主張し，その方法の一つとして，顧客適応戦略による延期型チャネル管理を示し
た。そして，顧客適応戦略を達成するための能力として，①プロセス・イノベーションを導く能力
と，②企業間で信頼関係を構築する能力を挙げた。前者は，革新的な情報システムなどへの投資リ
スクを積極的に受容する能力であったり，あるいは，組織内や組織間での情報共有を促進させる企
業文化や組織の仕組みをもって，さまざまなプロセス・・イノベーションを創出し普及させる能力で
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ある。後者は，企業間で信頼関係を構築する能力である。この能力は，企業の過去の取引行動にお
ける実績や他の企業とコミュニケーショソする努力によって形成されるという。
　以上の考察から，製造業者において，投機型チャネル管理から延期型チャネル管理への移行の中
でチャネル全体のパフォーマンスを向上させるためには，非強制的，非金銭的なパワー源泉の行使
や，延期型チャネルにおいて豊富な市場情報を保有するチャネル・メンバーである小売業者との間
の企業文化の共有や，円滑で密接なコミュニケーションの形成が必要となるだろう。
おわりに
　本論では，製造業者と流通業者，とりわけ，小売業者との間のチャネル関係性の変化と，製造業
者の視点からの関係性構築の方向性を考察した。チャネル関係性の変化を説明するために，バック
リンの延期一投機の原理を起点に，投機型チャネル管理から延期型チャネル管理への移行を，日本
的商慣行の変化から概観した。消費者ニーズの多様化の時代では，流通チャネル構造は延期型チャ
ネル管理へと移行するが，それは，製造業者と小売業者との関係性を，より密接なものにすること
を要求する。その方向性として，本論では，製造業者の一体性パワー源泉によるチャネル関係性構
築の必要性を示した。
　この考察の原点は，製造業者による一体性パワー源泉が，チャネル関係性を強固なものとし，ひ
いては，チャネル全体のパフォーマンスを向上させるだろうという仮説に基づいている。本論で
は，この仮説を検証するには至っておらず，今後の研究課題として，この仮説のモデル化とその検
証が残されている。今後は，製造業者と流通業者を含めたチャネル全体について，その構造を概念
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して，その結果としての業績との因果関係の解明について，実証的・経験的研究の準備を進めてい
きたい。
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